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予防接種法の健康被害救済制度の概要

予防接種法に基づく予防接種を受けた者に健康被害が生じた場合、その健康被害が接種を受予防接種法に基づく予防接種を受けた者に健康被害が生じた場合、その健康被害が接種を受
けたことによるものであると厚生労働大臣が認定したときは、市町村により給付が行われる。
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健康被害救済制度の意義に いて

○予防接種の副反応による健康被害は、極めて稀ではあるが不可避的に生ずるものである
ことを踏まえ、接種に係る過失の有無にかかわらず、予防接種と健康被害との因果関係が

健康被害救済制度の意義について

認定された者を迅速に救済する。

（第三者により構成される疾病・障害認定審査会により、因果関係に係る審査が行われる。）
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臨時接種及び
二類疾病の定期接種

（参考） 医薬品副作用被害救済制度

給付額の比較

一類疾病の定期接種
二類疾病の定期接種

生物由来製品感染等被害救済制度

医療費 健康保険等による給付の額を除い
た自己負担分

一類疾病の額に準ずる 健康保険等による給付の額を除
いた自己負担分

医療手当 通院3日未満 （月額）
通院3日以上 （月額）
入院8日未満 （月額）
入院8日以上 （月額）

33,700円
35,700円
33,700円
35,700円

一類疾病の額に準ずる 通院3日未満 （月額） 33,700円
通院3日以上 （月額） 35,700円
入院8日未満 （月額） 33,700円
入院8日以上 （月額） 35,700円

同一月入通院 （月額） 35,700円 同一月入通院 （月額） 35,700円

障害児養育
年金

1級 （年額） 1,524,0001,524,000円
2級 （年額） 1,220,400円

1級 （年額） 847,200円
2級 （年額） 678,000円

障害年金 1級 （年額） 4,876,8004,876,800円
2級 （年額） 3,901,2003,901,200円
3級 （年額） 2,926,8002,926,800円

1級 （年額） 2,709,600円
2級 （年額） 2,167,200円

1級 （年額） 2,709,600円
2級 （年額） 2,167,200円

死亡した 死亡一時金 42 700 00042 700 000円 ・生計維持者でない場合 ・生計維持者でない場合死亡した
場合の補償

死亡 時金 42,700,00042,700,000円 生計維持者でない場合
遺族一時金 7,110,000円
・生計維持者である場合
遺族年金 （年額）2,370,000円

（10年を限度）

生計維持者でない場合
遺族一時金 7,110,000円
・生計維持者である場合
遺族年金（年額）2,370,000円

（10年を限度）（10年を限度） （10年を限度）

葬祭料 201,000円 一類疾病の額に準ずる 201,000円

介護加算 1級 （年額） 836,200円
2級 （年額） 557 400円2級 （年額） 557,400円

（注１）具体的な給付額については、政令で規定。
（注２）二類疾病の定期接種に係る救済額については、医薬品副作用被害救済制度の給付額を参酌して定めることとされて

いる（なお、特別措置法についても同様）。 2



予防接種法及び結核予防法の一部を改正する法律等の
施行について（抄）

(平成６年８月２５日 健医発第９６１号)

第五 予防接種を行う医師

(平成６年８月２５日 健医発第９６１号)

予防接種の実施に当たっては、昭和五一年九月一四日衛発第七二五号本職通知

の「第五 予防接種を行う医師」の例により、十分に医師の協力を得て、予防接種を

受ける者の便宜 接種率の確保等を考慮して広くその実施ができるよう体制の整備受ける者の便宜、接種率の確保等を考慮して広くその実施ができるよう体制の整備

に努めるよう管下市町村長等を指導すること。

なお、市町村長又は都道府県知事の行う予防接種に協力する医師は、個別接種、なお、市町村長又は都道府県知事の行う予防接種に協力する医師は、個別接種、

集団接種のいずれの実施形態であるかにかかわらず、当該市町村長又は都道府県

知事の補助者の立場で予防接種の業務を行うものであるので、当該予防接種により、

万一健康被害が発生した場合においても、その当事者は当該市町村長又は都道府

県知事であり、当該健康被害への対応はこれらの者においてなされるものであること。

従って 健康被害について賠償責任が生じた場合であっても その責任は市町村 都従って、健康被害について賠償責任が生じた場合であっても、その責任は市町村、都

道府県又は国が負うものであり、当該医師は故意又は重大な過失がない限り、責任

を問われるものではないこと。なお、第四の4に規定する例により行われた予防接種

の場合においても、万一健康被害が発生したときの当事者は、当該市町村長又は都

道府県知事であること。
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予防接種法に基づく予防接種に係る損害賠償責任

損害賠償責任の有無について

○国家賠償法に基づく損害賠償請求の対象となり得る。
国

（都道府県）
（市町村）

○国家賠償法に基づく損害賠償請求の対象となり得る。

【国家賠償法】
第一条 国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員が、その職務を行うに

ついて 故意又は過失によつて違法に他人に損害を加えたときは 国又は（市町村） ついて、 故意又は過失によつて違法に他人に損害を加えたときは、国又は
公共団体が、これを賠償する責に任ずる。

○予防接種法に基づく予防接種に起因する健康被害について、

医師
※ 予防接種法に

国家賠償法上の賠償責任が生じた場合であっても、当該接種を
行った医師は損害賠償責任を負わない。しかし、医師に故意又
は重過失がある場合には、国又は公共団体から求償される可

※ 予防接種法に
基づく予防接種
を実施

は重過失がある場合には、国又は公共団体から求償される可
能性がある。

【国家賠償法】
第 条第一条
２ 前項の場合において、公務員に故意又は重大な過失があつたときは、国又
は公共団体は、その公務員に対して求償権を有する。

企業企業
※ ワクチンの製造

販売業者

○民法、製造物責任法に基づく損害賠償請求の対象となり得る。

4


